
瑞穂町行政評価委員会 第１１回補助金等審査分科会 次第 

 

日 時 平成２９年１１月２９日（水）午後３時３０分 

場 所 瑞穂町役場本庁舎 ３階委員会室 

 

 

１ 開会 

 

 

 

 

 

２ 議題 

 議題１ 正副分科会長の選出 

 

 

議題２ 補助金等審査 

 

 （審査事項） 

  ２９審査―１ ・瑞穂町地域づくり補助金【地域課】 

  ２９審査―２ ・瑞穂町飼い主のいない猫対策事業補助金【環境課】 

 

 （報告事項） 

  ２９報告―１ ・瑞穂町民営保育所等ＩＣＴ化推進事業補助金【福祉課】 

  ２９報告―２ ・瑞穂町認定こども園開設準備経費補助金【福祉課】 

  ２９報告―３ ・瑞穂町骨髄移植ドナー支援事業奨励金【健康課】 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

 



 

瑞穂町行政評価委員会第１１回補助金等審査分科会 

審査及び報告事項一覧 

 

 

 

１ 審査及び報告事項（５件） 

番号 担当課 補助金等名称 資料 

２９審査-１ 
住民部 

地域課 
瑞穂町地域づくり補助金 ２ 

２９審査-２ 
住民部 

環境課 
瑞穂町飼い主のいない猫対策事業補助金 ３ 

２９報告-１ 
福祉部 

福祉課 
瑞穂町民営保育所等ＩＣＴ化推進事業補助金 ４ 

２９報告-２ 
福祉部 

福祉課 
瑞穂町認定こども園開設準備経費補助金 ５ 

２９報告-３ 
福祉部 

健康課 
瑞穂町骨髄移植ドナー支援事業奨励金 ６ 

 

資料１ 

資料 １ 



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町地域づくり補助金 

担 当 部 署 住民部 地域課 地域係 

担 当 者 名        栗原 康弘 

補助対象 

 

地域特性を活かした住民主体の地域づくりを推進するため、また地域コミュニティの増進

のために、地域住民を対象とした様々なイベント等を実施している 40町内会（地区、地区

内連合、町内会単位）。 

 

 

規 程 等 

瑞穂町地域づくり補助金交付要綱 

 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 

 当該補助金は「地域コミュニティ活動」「地域自主防災活動」「地域自主防犯活動」

「地域保健増進事業」「地域福祉増進事業」「地域環境整備事業」「郷土芸能振興」の７

分野で構成されており、それぞれの分野で定める 1～5 の対象事業・活動を行った町内

会等に対し、会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、清掃費、講師料、謝礼会場借

上料等を補助し、地域特性を活かした住民主体の地域づくり推進、地域コミュニティ

の増進を図る事業となっています。 

 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 

 平成 17年度から当該補助金を活用し、町内会等の更なる発展と地域コミュニティの活性

化を図るため様々なイベント（納涼祭、親睦会等）について、側面からの支援を行ってお

り、今年度までに毎年約 100～160 件の申請があり、地域コミュニティの醸成・活性化

を図るために必要不可欠な補助事業となっています。 

 今までの利用状況等から必要性の高い事業であると判断できるため、内容を一部見直し、

より利便性の高い制度として継続をするものです。 

 

補助金額 

 

対象となる事業又は活動により異なる（限度額 2万円～100万円） 

補助割合 

 

補助率 3/4 

 

資料 ２ 



別表 (第３条関係)  

交 付 対 象 事 業 

 

分  野  名 説    明 対象となる事業又は活動 補助率３／４ 

(限度額を上限) 

単位及び補助対象の主な項目 

１ 地域コミュニティ活動 地域コミュニティを醸成するため、地域住

民を対象とした町内会(自治会)、子供会、老

人クラブ等が実施するコミュニティ増進事業 

①瑞穂町夏祭パレード 

 

限度額 100万円 (夏祭パレードに参加する殿ケ谷、石畑及び箱根ケ崎の各地区単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、委託料、謝礼等 

②瑞穂町夏祭パレード仮設トイレ 限度額 9万円 (夏祭パレードに参加する殿ケ谷、石畑及び箱根ケ崎の各地区単位) 

仮設トイレ設置に係る借上料、運搬費、清掃費、衛生費等 

③地域の町内会が年間を通して行うコ 

ミュニティ増進(盆踊り、納涼祭等) 

 ※２事業以上併せても可 

限度額 10万円 (町内会単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、委託料、会場借上料等 

④世代間交流(子どもと高齢者の集い

等) 

限度額 5万円 (地区単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、会場借上料等 

⑤町内会備品等整備 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

備品購入費、修繕料等 

２ 地域自主防災活動 防災に関するイベント等、多くの住民が参

加し、地域の自主防災能力を高めるための事

業又は活動 

①防災パトロール 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、講師料等 

②防災備品等整備 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

備品購入費（食料品を除く。上記の防災パトロールと合せて防災備品の整

備が可能。ただし、申請は別個に行うこと。） 

３ 地域自主防犯活動 地域の自主防犯能力を高めるための事業又

は活動 

①防犯パトロール 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、講師料等 

②地域内交通整理(弔事等) 限度額 5万円 (地区単位) 

会議費、保険料、謝礼等 

４ 地域保健増進事業 地域の多くの住民を対象とする健康増進等

保健に係る事業又は活動 

①青少年スポーツ振興 限度額 7万円 (地区単位) 

会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、謝礼等 

②高齢者スポーツ振興 限度額 7万円 (地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、消耗品費、備品購入費、食糧費、謝礼、会場借上料等 

③成人向スポーツ振興 

（ソフトボール等、上記以外の成人向け

スポーツ振興） 

限度額 12万円 (地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、委託料、謝礼、会場借上料等 

④駅伝競走大会 限度額 3万円 (町内会の部の参加チーム単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、練習場借上料等 

５ 地域福祉増進事業 児童、高齢者、障害者に対する地域支援能

力を高めるための事業又は活動 

①高齢者や障害者が地域で住み続ける

ための活動 

限度額 10万円 (地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、印刷費、消耗品費、燃料費等 

資料 ２―３（旧） 



②地域子育て支援 限度額 4万円 (町内会又は地区内連合単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、印刷費、消耗品費、燃料費等 

６ 地域環境整備事業 地域清掃等、多くの住民が参加し、地域の

衛生環境を向上させる事業又は活動 

①地域公害対策 限度額 10万円 (地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、印刷費等 

②地域清掃(町委託事業及び一斉清掃を

除く。) 

限度額 2万円 (地区単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、印刷費等 

７ 郷土芸能振興 古くから伝承されている伝統芸能の担い手

の育成のための事業又は活動 

①無形文化財指定芸能及び郷土芸能（囃

子、獅子舞） 

限度額 7万円 (町内の組織単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、印刷費、練習場借上料等 

②上記①以外の郷土芸能(ひょっとこ) 限度額 4万円 (町内の組織単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、印刷費、練習場借上料等 

③郷土芸能備品修繕等 

（面、楽器、衣装等の備品の修繕等） 

限度額 30万円 

（その都度審査

する。） 

(町内の組織及び地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

同等備品買い替え又は修繕に必要と認められる範囲。対象範囲及び補助率

については、財産区代表者瑞穂町長が各財産区管理会管理委員から指定し

た者で構成する審査会で、その都度審査する。 

④町指定文化財記念誌発行 限度額 30万円 

（その都度審査

する。） 

(町内の組織単位。ただし、事前に調整が必要) 

町指定文化財保存団体等が発行する記念誌印刷にかかる費用。対象範囲及

び補助率については、財産区代表者瑞穂町長が各財産区管理会管理委員か

ら指定した者で構成する審査会で、その都度審査する。 

(注意) 

１ 重複補助の禁止 

  同じ目的で瑞穂町から補助金を受けている場合には、補助対象となりません。 

２ 対象とならない経費 

① この表にない事業又は活動は、補助対象となりません。  

② 酒宴、親睦旅行は、補助対象となりません。 

３ 正当な支出の証明 

  旅費を除き、全ての支出に領収書が必要です。領収書のない支出は補助対象となりません。会計責任者及び監査員の指定をしていただきます。 

４ 補助率 

  各事業又は活動の必要額全てを補助金で賄うことはできません。補助金は、表の限度額の範囲内で、各事業又は活動に必要な額の４分の３以内を補助することとなります。補助金が残った場合には年度内に清算し、返還していただきます。 

５ 食糧費の基準 

弁当１食７００円(税込)、茶菓１食３００円(税込)以内とします。 

６ 備品購入の際の注意 

備品の購入を認められている場合で、町内会等で維持管理を行う体制が整っているときは、補助対象となります。 

７ 単位 

  地区単位 ・・・瑞穂町の殿ケ谷地区、石畑地区、箱根ケ崎地区、長岡地区、元狭山地区、武蔵野地区を範囲として事業を実施する場合とします。 

  地区内連合・・・上記地区内で複数の町内会が連合した地域を範囲として事業を実施する場合とします。 

  町内会単位・・・瑞穂町の町内会(自治会)の範囲で事業を実施する場合とします。 

８ 申請は、対象となる事業又は活動の項目ごとに年１回とします。 

９ その他、不明な点については、事務局までお問い合わせください。 

  事務局 瑞穂町   部    課    係  電話   



別表 (第３条関係)  

交 付 対 象 事 業 

 

分  野  名 説    明 対象となる事業又は活動 補助率３／４ 

(限度額を上限) 

単位及び補助対象の主な項目 

１ 地域コミュニティ活動 地域コミュニティを醸成するため、地域住

民を対象とした町内会(自治会)、子供会、老

人クラブ等が実施するコミュニティ増進事業 

①瑞穂町夏祭パレード 

 

限度額 100万円 (夏祭パレードに参加する殿ケ谷、石畑及び箱根ケ崎の各地区単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、委託料、謝礼等 

②瑞穂町夏祭パレード仮設トイレ 限度額 9万円 (夏祭パレードに参加する殿ケ谷、石畑及び箱根ケ崎の各地区単位) 

仮設トイレ設置に係る借上料、運搬費、清掃費、衛生費等 

③地域の町内会が年間を通して行うコ 

ミュニティ増進(盆踊り、納涼祭等) 

 ※２事業以上併せても可 

限度額 10万円 (町内会単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、委託料、会場借上料等 

④世代間交流(子どもと高齢者の集い

等) 

限度額 5万円 (地区単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、会場借上料等 

⑤町内会備品等整備 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

備品購入費、修繕料等 

２ 地域自主防災活動 防災に関するイベント等、多くの住民が参

加し、地域の自主防災能力を高めるための事

業又は活動 

①防災パトロール 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、講師料等 

②防災訓練 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、講師料等 

③防災備品等整備 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

備品購入費（食料品を除く。上記の防災パトロール又は防災訓練と合せて

防災備品の整備が可能。ただし、申請は別個に行うこと。） 

３ 地域自主防犯活動 地域の自主防犯能力を高めるための事業又

は活動 

①防犯パトロール 限度額 5万円 (町内会単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、講師料等 

４ 地域保健増進事業 地域の多くの住民を対象とする健康増進等

保健に係る事業又は活動 

①青少年スポーツ振興 限度額 7万円 (地区単位) 

会議費、保険料、消耗品費、備品購入費、謝礼等 

②高齢者スポーツ振興 限度額 7万円 (地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、消耗品費、備品購入費、食糧費、謝礼、会場借上料等 

③成人向スポーツ振興 

（ソフトボール等、上記以外の成人向け

スポーツ振興） 

限度額 12万円 (地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、委託料、謝礼、会場借上料等 

④駅伝競走大会 限度額 3万円 (町内会の部の参加チーム単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、練習場借上料等 

５ 地域福祉増進事業 児童、高齢者、障害者に対する地域支援能

力を高めるための事業又は活動 

①高齢者や障害者が地域で住み続ける

ための活動 

限度額 10万円 (地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、印刷費、消耗品費、燃料費等 

資料 ２―２（新） 



②地域子育て支援 限度額 4万円 (町内会又は地区内連合単位。ただし、事前に調整が必要) 

会議費、保険料、印刷費、消耗品費、燃料費等 

６ 地域環境整備事業 地域清掃等、多くの住民が参加し、地域の

衛生環境を向上させる事業又は活動 

①地域清掃(町委託事業及び一斉清掃を

除く。) 

限度額 2万円 (町内会単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、印刷費等 

７ 郷土芸能振興 古くから伝承されている伝統芸能の担い手

の育成のための事業又は活動 

①無形文化財指定芸能及び郷土芸能（囃

子、獅子舞） 

限度額 7万円 (町内の組織単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、印刷費、練習場借上料等 

②上記①以外の郷土芸能(ひょっとこ) 限度額 4万円 (町内の組織単位) 

会議費、保険料、消耗品費、食糧費、印刷費、練習場借上料等 

③郷土芸能備品修繕等 

（面、楽器、衣装等の備品の修繕等） 

限度額 30万円 

（その都度審査

する。） 

(町内の組織及び地区単位。ただし、事前に調整が必要) 

同等備品買い替え又は修繕に必要と認められる範囲。対象範囲及び補助率

については、財産区代表者瑞穂町長が各財産区管理会管理委員から指定し

た者で構成する審査会で、その都度審査する。 

(注意) 

１ 重複補助の禁止 

  同じ目的で瑞穂町から補助金を受けている場合には、補助対象となりません。 

２ 対象とならない経費 

① この表にない事業又は活動は、補助対象となりません。  

② 酒宴、親睦旅行は、補助対象となりません。 

３ 正当な支出の証明 

  旅費を除き、全ての支出に領収書が必要です。領収書のない支出は補助対象となりません。会計責任者及び監査員の指定をしていただきます。 

４ 補助率 

  各事業又は活動の必要額全てを補助金で賄うことはできません。補助金は、表の限度額の範囲内で、各事業又は活動に必要な額の４分の３以内を補助することとなります。補助金が残った場合には年度内に清算し、返還していただきます。 

５ 食糧費の基準 

弁当１食７００円(税込)、茶菓１食３００円(税込)以内とします。 

６ 備品購入の際の注意 

備品の購入を認められている場合で、町内会等で維持管理を行う体制が整っているときは、補助対象となります。 

７ 単位 

  地区単位 ・・・瑞穂町の殿ケ谷地区、石畑地区、箱根ケ崎地区、長岡地区、元狭山地区、武蔵野地区を範囲として事業を実施する場合とします。 

  地区内連合・・・上記地区内で複数の町内会が連合した地域を範囲として事業を実施する場合とします。 

  町内会単位・・・瑞穂町の町内会(自治会)の範囲で事業を実施する場合とします。 

８ 申請は、対象となる事業又は活動の項目ごとに年１回とします。 

９ その他、不明な点については、事務局までお問い合わせください。 

  事務局 瑞穂町   部    課    係  電話   





































様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町飼い主のいない猫対策事業補助金 

担 当 部 署 住民部  環境課  環境係 

担 当 者 名        宮澤 伸一 

補助対象 

瑞穂町飼い主のいない猫対策事業補助金は、次の各号に掲げる要件を全て満たす団体に

対し交付するものとします。 

なお、要綱において「飼い主のいない猫」とは、所有者または飼い主が不明である猫を

言います。 

(１)ボランティアセンターみずほに登録しているボランティア団体または瑞穂町内に本拠

を置く特定非営利活動法人 

(２)申請時点において、町内において、飼い主のいない猫を増やさないことを目的とした

活動を１年以上継続していること。 

(３)構成員が５人以上であること。 

規 程 等 

瑞穂町補助金等交付規則 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

この要綱は、瑞穂町内の飼い主のいない猫のふん尿等、人の生活環境に及ぼしている被

害に対応するため、現在、町内で飼い主のいない猫の不妊去勢手術等を行っているボラン

ティア団体に対し、当該事業に要する費用の一部を補助しようとするものです。 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること）  

 猫に関する苦情（餌やり、糞尿被害、個人の敷地内で出産、捨て猫）は年々増加してお

り、出産時期には多くの相談が役場に寄せられています。 

猫は、法律で愛護動物となっていて駆除することはできないことから、飼い主のいない

猫が人の生活に悪影響を及ぼす場合の対策として、殺処分する以外には、捕獲後に不妊去

勢手術を行い、再び捕獲した地域に放し地域猫として飼養するか、人に馴らして飼い猫と

して飼養する以外に方法がありません。 

現在、町では、飼い主のいない猫の繁殖を抑制する目的で、公益財団法人どうぶつ基金

から不妊・去勢手術の無料券交付を受け、飼い主のいない猫活動のボランティア団体に交

付し、飼い主のいない猫が増えないように対策を行っているところですが、飼い猫として

譲渡する場合には、捕獲、保護した猫の健康診断や治療に費用が必要となっていて、ボラ

ンティア団体の経済的負担となっています。 

公益財団法人が交付する無料券による不妊・去勢手術は、実務的に町行政が実施するこ

とは困難であり、猫の繁殖を抑制する事業を継続するためには、ボランティアによる活動

は欠かすことができないことから、団体に対して経済的な支援策が必要であると考え、東

京都が実施している、医療保健政策区市町村包括補助事業の飼い主のいない猫対策事業（補

助率１／２）を活用し、町の飼い主のいない猫対策事業として、団体に対する補助事業を

創設しようとするものです。 

資料 ３ 



補助金額 

１ 補助金の交付対象となる経費及び条件は、次の各号に掲げるものとします。 

 (１) 手術に要する経費 

ア 不妊手術に要する経費 １件につき上限 10,000 円 

イ 去勢手術に要する経費 １件につき上限 5,000 円 

ウ 不妊手術又は去勢手術のために獣医師が必要と認めた当該手術以外の措置に要する 

経費 １件につき上限 1,000 円 

(２) 不妊手術又は去勢手術を行うための猫捕獲器の購入費 １団体につき１台まで 

(３) 猫の譲渡を行うにあたっての検査及び治療に要する経費 １件につき上限 5,000 円 

(４) その他、東京都医療保健政策区市町村包括補助事業の補助対象経費とし認められる経

費 

２ 第１項各号に掲げる経費については、当該年度内に登録団体が支出したものを補助の対

象とします。  

３ 団体に対する補助金額の上限を設けます。 

 

補助対象事業 

補助金の交付対象となる事業は、瑞穂町在住者からの申し出により、瑞穂町内に生息す

る飼い主のいない猫を保護し、責任を持って終生飼養できる者に無償で譲渡する事業、お

よび捕獲後、不妊・去勢手術を行い、再び捕獲した地域に戻す事業であり、当該事業にお

いて他の補助金を受けていないものとします。 

実施期間 

 平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日  

 （必要に応じて内容の見直しを検討します。） 

その他 

 



資料３（住民部環境課）

団体名 設立年月日 構成員数 主たる事務所の所在地 代表者氏名

ニャンニャンみずほ 平成２４年５月１９日 ２０名 瑞穂町むさし野二丁目３５番地３ 近藤　浩

特定非営利活動法人
犬猫友愛会

平成２９年８月３日 １０名 瑞穂町むさし野二丁目２６番地４ 坂井　勝千代



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町民営保育所等ＩＣＴ化推進事業補助金 

担 当 部 署 福祉部 福祉課 児童係 

担 当 者 名        石川 

補助対象 

国、地方公共団体以外の者が運営する町内に住所を有する認可保育所、認定こど

も園、小規模保育事業所、認証保育所等 

規 程 等 

【町】瑞穂町民営保育所等ＩＣＴ化推進事業補助金交付要綱 

【都】保育所等におけるＩＣＴ化推進事業実施要綱 

平成２９年度保育所等におけるＩＣＴ化推進事業費補助金交付要綱 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

町内に設置されている認可保育所等におけるＩＣＴ化を推進するために要する経

費の一部を補助するもの。 

補助対象経費は、保育業務支援システムの導入のために必要なソフトウェア等の

購入費、リース料、保守料、工事費、通信運搬費及びその消費税とする。最低限

必要となる備品購入費等を含めても差し支えない。 

当該システムは、最低限、他の機能と連動した園児台帳の作成及び管理機能、園

児台帳と連動した指導計画の作成機能、園児台帳及び指導計画と連動した保育日

誌の作成機能を有することが要件である。 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

現在、待機児童の解消、保育ニーズの多様化、保育士不足等、様々な課題を抱えてい

る保育園業務を適正かつ効率よく運営するためには、保育士や保護者にとって必要な

情報が具体的に把握できる仕組となっている保育業務支援システムを導入すること

で、保育園の機能拡充を図ることが必要である。都補助金を積極的に活用し、保育の

質確保に努めたい。 

補助金額（平成２９年度予定） 

１施設当たり２００万円（附帯する備品に対する補助金額の上限は、保育業務支援シ

ステムを動作させるソフトウェア購入費の１／２を上限としてこの額に含める。） 

当該額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

補助割合 

東京都３／４、瑞穂町１／４（都補助金制度に則り実施するもの） 

実施期間 

平成２９年１２月補正予算計上後、瑞穂町民営保育所等ＩＣＴ化推進事業補助金

交付要綱を制定し、４月１日から遡って事業実施予定 

その他 

・平成２８年度、「保育所等のおける業務効率化推進事業の実施について」（平成

２８年２月３日付雇児発第０２０３第３号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知）に基づき補助金の交付を受けた施設等は除く。 

・平成２８年度は、上記通知に基づき制定した瑞穂町民営保育所等業務効率化事

業補助金交付要綱を平成２９年度に全部改正予定 
 

資料 ４ 





様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町認定こども園開設準備経費補助金 

担 当 部 署 福祉部 福祉課 児童係 

担 当 者 名        石川 

補助対象 

町内に認定こども園を開設しようとする設置者 

当該設置主体は、社会福祉法人、日本赤十字社、公益財団法人、学校法人又は町が

認めた者（公立施設を除く）であって、定員拡充をした上で施設整備をするもの 
 

規 程 等 

【町】瑞穂町認定こども園開設準備経費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。） 

【都】東京都子供家庭支援包括補助事業補助金 
 

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

新規に認定こども園を開設しようとする設置者に、認定を受けるために必要な開設

経費等を補助するもの。対象経費は、施設の整備に必要な工事費又は工事請負費、

工事事務費、実施計画に要する経費、開設準備に必要な費用、新たに土地を賃借し

て整備する場合に必要な賃借料、解体撤去工事費とする。 
 

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

当該補助金は、子ども・子育て支援法認定こども園の新設、修理、改造又は整備に要す

る経費の一部に充てるため、町が交付する補助金であり、もって待機児童の解消促進を

図ることを目的とする。 
 

補助金額（平成２９・３０年度予定） 

設置者が実施する施設整備経費のうちの対象経費の１／１２又は交付要綱に規定す

る補助基準額のうち少ない方の額を上限とした支出額 

※補助基準額（上限）は、「平成２９年度保育所等整備交付金の交付について」（平

成２９年３月３１日付け、厚生労働省発雇児０３３１第６号）に準じ、定員等に

応じて、１施設当たりの交付基準額を設定する。 
 

補助割合 

東京都１／２、瑞穂町１／２ 
 

実施期間 

平成２９年１２月～（予定） 
 

その他 

補助要綱は、平成２９年度制定予定 
 

 

資料 ５ 



様式 

 

補助金等の創設に係る審査書 

 

補助金等名称        瑞穂町骨髄移植ドナー支援事業奨励金 

担 当 部 署 福祉部  健康課  健康係 

担 当 者 名          福島由子 鳥海博幸 

補助対象  

 次のいずれかに該当するもの   

 ① 提供者：日本骨髄バンクが実施する骨髄バンク事業において、骨髄等の提供を

完了した者であって、提供完了日に町内に住所を有するもの 

 ② 事業者：①のものが勤務している事業所を経営するもの（国、地方公共団体、

独立行政法人、地方独立行政法人、骨髄等の提供に伴う休暇の取得が可能な事業

所を除く） 

 

規 程 等   

移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律（平成２４年法律第９０号） 

        

事業概要（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 

 目的：骨髄等の移植の推進とドナー登録者の増加を図る 

 内容：提供者が骨髄等の提供のための通院、入院面接等に要した日数に応じて、 

補助対象の①「提供者」 １日あたり 20,000 円、７日間を上限に奨励金を支給 

    補助対象の②「事業者」 １日当たり 10,000 円、７日間を上限に奨励金を支給 

 申請：提供者及び事業者は、提供者が申請書等の必要書類を骨髄等の提供完了日から９０日以内に

町長に申請 

 財源：東京都医療保健政策区市町村包括補助事業 補助率１／２ 

 今後の予定：平成２９年１１月２９日 補助金等審査分科会にて報告 

            １２月議会  補正予算上程 

       平成３０年 １月 １日 事業開始    

補助の必要性（できるだけ詳細に記述し、必要な場合には別紙として添付すること） 
 ドナー登録をした住民がドナー候補になったときに、提供者と事業者の経済的負担の軽減を

図ることで提供に至ることを推進します。このことにより、ドナーの善意を生かし、移植を

待つ患者の治療の機会を拡大することが期待できます。また、法律では地方自治体の役割と

して「適切な移植の推進に関する施策の策定実施を行う」とされていることからも、都の財

源を活用して補助事業を実施することは適正であると考えます。 

補助金額 

 骨髄等の提供１件あたり、提供者 140,000 円、事業者 70,000 円 計 210,000 円 

補助割合 

 都１／２、 町１／２ 

実施期間 

 平成３０年１月１日から開始 

 

その他 

  

 
 

資料 ６ 




